
中島　「未来につなげる大崎」を掲
げて当選し、「人」「産業」「安心」を
育てることを柱としている。人口減
少や高齢化は否定できない流れだ
が、少なくなっても地域を担う人材
を育てたい。産業面では世界農業
遺産の大崎耕土を土台とした米づく
りや、市内産米を使った日本酒「ささ
結」、技術力の集積地であるものづ
くり産業の振興に力を入れる。大崎
耕土は、大崎市岩出山を流れる内
川や南原穴堰に代表される巧みな
水管理の仕組みが評価され世界か
んがい施設遺産にも登録されてお
り、こうした土台の上に大崎の農業
や産業が成り立っていると捉えてい
る。大崎の素材を生かした新産業
の創出を目指す「おおさきオープン
イノベーションピッチ」もことしで３
回目を迎えた。ことし（11月開催予
定）は昨年の77社を上回るエント
リーがあり、今後も多くの企業と大
崎市を盛上げていきたい。安心の

面では、流域治水など社会基盤の強
化も含め国土強靱化を進める。また、
石巻市と山形県酒田市を結ぶ「みち
のくウエストライン（石巻新庄道路・
新庄酒田道路）」のような高規格道
路の要望活動にも取り組む。関連
する４つの期成同盟会が連合した
新たな組織が設立され、宮城・山形
の関係者が一丸となり、国への要望
活動を強化していく。

中島　今夏は梅雨前線による大雨
の影響で３週連続で自主避難所を

開設し、多くの職員が通常の勤務時
間を超えて対応に当たった。名蓋川
では近年水害が続いており、復旧改
良工事は県事業だが、市としても地
域の声を伝え続けたい。加えて、国
道108号など県境をまたぐ道路でも
土砂崩れが相次いでおり、地元建設
業者による復旧対応にも助けられて
いる。東日本大震災の際には断水
が長期化し、田尻地域まで水が届く
のに１、２カ月程度かかった。水が
来ないことは暮らしにとって深刻で
あり、耐震化を進めながら管路を更
新していく必要がある。人口減少で
料金収入が減る中、住民負担との兼
ね合いを図りながら計画的に進める
ことが課題だ。

中島　公共施設の利活用、特に廃
校の活用が課題となったおり、本市
においてもさまざまな取り組みを
行っている。廃校となった小学校を
日本語学校として活用したり、また
は課題である鳥獣対策として、捕獲
したイノシシなどを加工するジビエ

処理施設への転用などをしている。
小さな教室を企業の事務所として活
用する例のように、目新しい施設を
作るだけでなく既存施設の有効活用
を進めたい。ネット環境さえあれば
地方でも業務が可能な時代だ。大
崎市は、都市部と比較すると賃料が
安いことから、遊休施設を新興企業
の受け皿としていきたい。にぎわい
づくりの面では、古川駅前の活性化
に向けて、以前から民間有志による
勉強会が続けられていたところに、
宮城県の村井知事のローコスト構想
の発表があり、経済界を中心に大崎
アリーナ誘致推進協議会が発足し
た。現時点では県からの情報発信
を待ちつつ、協議会顧問として、動
向を注視している段階だ。

中島　ヤマセグループが大規模な
工場を三本木に新設したほか、三本
木スマートインターチェンジ付近の
工業団地開発も進めており、企業誘
致も強化している。ただ、給料や待
遇面だけを比べれば大企業には及
ばない。だからこそ、小学校や中学
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道のある風景を創ってます。

株式会社  富士土木

大崎市長インタビュー特集

市長就任の抱負を。

公共施設の老朽化が進んでいる。 市内の雇用をどう増やすか。

自然災害に強い
まちづくりの考えは。

校のころから地元とのつながりを育
て、地元で暮らし働くことへの誇りと
いう価値観を養うことが、将来の地
元就労につながると考えている。「大
崎未来塾」を中学生と大人向けの２
段階で実施し、人を育てる取り組み
として力を入れたい。

中島　建設業は市民の安全・安心
を支える不可欠な産業であり、行政
の重要なパートナーだ。資材価格
の上昇分については宮城県の運用

中島 源陽（なかじま・もとはる）
1962年9月生まれ、大崎市岩出山出
身。83年3月に宮城県農業短期大学
畜産学科を卒業。２００３年４月に宮城
県議会議員に初当選し、６期23年勤め
る。16年11月からは議長も務めた。こ
とし４月に市長就任。趣味はサッカー、
フルート、写真、俳句。64歳。

大崎耕土（居久根）（写真提供：宮城県観光戦略課）

世界かんがい施設遺産（内川）（写真提供：宮城県観光戦略課）

大崎市役所

未来へつなぐ
まちづくりを応援

中島源陽  市長に聞く

人、産業、安心を育てる

　４月に就任した中島源陽市長。就任からわずか6カ月だが、8月の豪雨による避難所開設など、災害対
応にも迅速に取り組んでいる。誕生から20年目の宮城県大崎市。2代目市長として、どのような発展を目
指しているのか。今後のまちづくりの方針を聞いた。

を参考にしながら、設計変更などで
対応する方針を業界に示している。
県が実施する夏休みの職場体験事
業では、大崎管内の約560の職場が
受け皿となり、毎年約2,500人規模
の応募がある。こうした機会を生か
しながら地元産業への関心を育んで
いきたい。

建設業界の人材不足を
どう改善するか。


